（所得税税額控除該当で、区市町村条例による住民税税額控除該当法人用、かつ、寄附者の住所地が都内の場合－タイプ１）

（編者注その１）上記下線部分は、○○区（市町村）の条例指定対象とならない他の区市町村の

住所地の寄附者に誤解のないように削除した上で発行するか検討してください。又、○○区（市町村）

は複数がある場合は列記します。
（編者注その２：いずれのタイプにおいても共通）
①領収書の印は登記印以外の印章規程に基づく領収印でも差し支えないとされています（東

京国税局に照会済）。②理事長名は記載が望ましいものとされています（東京国税局に照会済）。

③所得税法上の「寄付金」が「寄附金」に改正（平成２０年４月３０日付）されたことに伴

い、税制関連での「寄付金」は、「寄附金」に統一しています。④個人都民税寄附金税額控除
において、私立学校関係法人や旧民法法人に対して求められている「特定公益増進法人等で
ある旨の証明書」の寄附者への交付は、社会福祉法人においては不要とされています（東京
都主税局照会済）。⑤社会福祉法人としては、同制度が求めている寄附者の住所地の区市町村
別の寄附者名簿（氏名、住所、寄附金額、受領年月日）は補助簿として作成している「寄附
金台帳」を区市町村別に作成することで新たな作成は不要と考えられます。⑥住民税税額控

除適用下限額は平成２３年の地方税法第３７条の2及び同３１４条の7に係る改正により、
平成２３年１月１日以降の寄附金から従前の５千円が２千円に引き下げられました。
（所得税税額控除非該当で、区市町村条例による住民税税額控除該当法人用、かつ、寄附者

の住所地が都内の場合－タイプ２）
（編者注その１）上記下線部分は、○○区（市町村）の条例指定対象とならない他の区市町村の

住所地の寄附者に誤解のないよう削除した上で発行するか検討してください。又、○○区（市町村）

は複数がある場合は列記します。
（所得税税額控除該当で、区市町村条例による住民税税額控除非該当法人用、かつ、寄附者の住所地が都内の場合－タイプ３）


（所得税税額控除非該当で、区市町村条例による住民税税額控除非該当法人用、かつ、寄附者の住所地が都内の場合－タイプ４）


（所得税税額控除該当法人用、かつ、寄附者の住所地が都外の場合－タイプ５）


（所得税税額控除非該当法人用、かつ、寄附者の住所地が都外の場合－タイプ６）
（所得税税額控除該当で、区市町村条例による住民税税額控除該当法人用都内居住者向け控除額計

算資料－タイプ１）

１の１　寄附をした個人は確定申告によって次の限度内での所得税法上の寄附金控除（所得控除）が受けられます（所得税法第７８条第２項第３号該当）。

その年中に支出した特定寄附金の額の合計額とその年中
の総所得金額等（総所得金額、退職金額、山林所得金額
の合計額）の４０％相当額とのうち、いずれか少ない方

の金額
仮に、その年分の総所得金額等が８００万円の人で３０万円を社会福祉法人に寄附した人は２９万８千円の寄附金控除が受けられます。税率が２０％の場合は５９,６００円が減税される可能性があります。

１の２　寄附をした個人は確定申告によって次の限度内での所得税法上の税額控除が受けられます（租税特別措置法第４１条の１８の３該当）。


その年中に支出した特定寄附金

の額の合計額とその年中の総所
所得金額等（総所得金額、退職

金額、山林所得金額の合計額）

の４０％相当額とのうち、いず

れか少ない方の金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　仮に、その年分の総所得金額等が８００万円の人で３０万円を社会福祉法人に寄附した人は２９万８千円×０.４＝１１９,２００円が減税される可能性があります。

（上記１の１、１の２はいずれかの選択になります）
２　個人都民税額控除となる場合の限度額は以下のとおりです。

個人都民税控除額＝〔寄附金額（注）－２,０００円〕×（４％）に相当する額　　　　　 

３　個人○○区（市町村）住民税額控除となる場合の限度額は以下のとおりです。

個人○○区（市町村）民税控除額＝〔寄附金額（注）－２,０００円〕×（６％）に相当する額
注：その年中に支出した寄附金の額の合計額とその年中の総所得金額等（総所得金額、退職金額、山林所得金額の合計額）の３０％相当額とのうち、いずれか少ない方の金額
＜例＞３００，０００円寄附した場合（寄附金額＜総所得金額等の３０％、の場合）
①個人都民税額から控除される金額
（寄附金３００，０００円－適用下限額２，０００円）×控除率４％＝１１,９２０円
②個人○○区（市町村）民税額から控除される金額
（寄附金３００，０００円－適用下限額２，０００円）×控除率６％＝１７,８８０円
４　確定申告書の記載に際しては、所得税に係る寄附金控除欄への記入に加え、「住民税に関する事項」欄中の「条例指定分」の「都道府県」、「市区町村」欄へ寄附金額の記入を漏れなく行ってください。
５　所得税については現年分から控除され、住民税は寄附した翌年分から控除されます。
６上記の措置を受けるため確定申告に際してこの領収書（１の２の場合は加えて「税額控除に係る証明書」）が必要となりますので、相当期間大切に保存してください。詳細は、最寄りの税務署、住所地の区市町村にご照会ください。
（所得税税額控除非該当で、区市町村条例による住民税税額控除該当法人用都内居住者向け控除額

計算資料－タイプ２）

１　寄附をした個人は確定申告によって次の限度内での所得税法上の寄附金控除（所得控除）が受けられます（所得税法第７８条第２項第３号該当）。


その年中に支出した特定寄附金の額の合計額とその年中の
総所得金額等（総所得金額、退職金額、山林所得金額の合
計額）の４０％相当額とのうち、いずれか少ない方の金額

仮に、その年分の総所得金額等が８００万円の人で３０万円を社会福祉法人に寄附した人は２９万８千円の寄附金控除が受けられます。税率が２０％の場合は５９,６００円が減税される可能性があります。

２　個人都民税額控除となる場合の限度額は以下のとおりです。

個人都民税控除額＝〔寄附金額（注）－２,０００円〕×（４％）に相当する額　　　　　 

３　個人○○区（市町村）住民税額控除となる場合の限度額は以下のとおりです。
個人○○区（市町村）民税　〔寄附金額（注）－２,０００円〕×（６％）に相当する額
注：その年中に支出した寄附金の額の合計額とその年中の総所得金額等（総所得金額、退職金額、山林所得金額の合計額）の３０％相当額とのうち、いずれか少ない方の金額
＜例＞３００，０００円寄附した場合（寄附金額＜総所得金額等の３０％、の場合）
①個人都民税額から控除される金額
（寄附金３００，０００円－適用下限額２，０００円）×控除率４％＝１１,９２０円
②個人○○区（市町村）民税額から控除される金額
（寄附金３００，０００円－適用下限額２，０００円）×控除率６％＝１７,８８０円
４　確定申告書の記載に際しては、所得税に係る寄附金控除欄への記入に加え、「住民税に関する事項」欄中の「条例指定分」の「都道府県」、「市区町村」欄へ寄附金額の記入を漏れなく行ってください。
５　所得税については現年分から控除され、住民税は寄付した翌年分から控除されます。
６　上記の措置を受けるため確定申告に際してこの領収書が必要となりますので、相当期間大切に保存してください。

７　詳細は、最寄りの税務署、区市町村にご照会ください。

（所得税税額控除該当で、区市町村条例による住民税税額控除非該当法人用都内居住者向け控除額

計算資料－タイプ３）


１の１　寄附をした個人は確定申告によって次の限度内での所得税法上の寄附金控除（所得控除）が受けられます（所得税法第７８条第２項第３号該当）。


その年中に支出した特定寄附金の額の合計額とその年中の
総所得金額等（総所得金額、退職金額、山林所得金額の合
計額）の４０％相当額とのうち、いずれか少ない方の金額

仮に、その年分の総所得金額が８００万円の人で３０万円を社会福祉法人に寄附した人は２９万８千円の寄附金控除が受けられます。税率が２０％の場合は５９,６００円が減税される可能性があります。

１の２　寄附をした個人は確定申告によって次の限度内での所得税法上の税額控除が受けられます（租税特別措置法第４１条の１８の３該当）。


その年中に支出した特定寄附金

の額の合計額とその年中の総所
得金額等（総所得金額、退職金

額、山林所得金額の合計額）の

４０％相当額とのうち、いずれ

か少ない方の金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　仮に、その年分の総所得金額等が８００万円の人で３０万円を社会福祉法人に寄附した人は２９８,０００円×０.４＝１１９,２００円が減税される可能性があります。

（上記１の１、１の２はいずれかの選択になります）
２　個人都民税額控除となる場合の限度額は以下のとおりです。
個人都民税控除額＝〔寄附金額（注）－２,０００円〕×（４％）に相当する額　　　　　 

＜例＞３００，０００円寄附した場合（寄附金額＜総所得金額等の３０％、の場合）
個人都民税額から控除される金額
（寄附金３００，０００円－適用下限額２，０００円）×控除率４％＝１１,９２０円
３　確定申告書の記載に際しては、所得税に係る寄附金控除欄への記入に加え、「住民税に関する事項」欄中の「条例指定分」の「都道府県」欄へ寄附金額の記入を漏れなく行ってください。
４　所得税については現年分から控除され、住民税は寄付した翌年分から控除されます。
５　上記の措置を受けるため確定申告に際してこの領収書（１の２の場合は加えて「税額控除に係る証明書」）が必要となりますので、相当期間大切に保存してください。

６　詳細は、最寄りの税務署、住所地の区市町村にご照会ください。

（所得税税額控除非該当で、区市町村条例による住民税税額控除非該当法人用都内居住者向け控除額計

算資料－タイプ４）


１　寄附をした個人は確定申告によって次の限度内での所得税法上の寄附金控除（所得控除）が受けられます（所得税法第７８条第２項第３号該当）。


その年中に支出した特定寄附金の額の合計額とその年中の
総所得金額等（総所得金額、退職金額、山林所得金額の合
計額）の４０％相当額とのうち、いずれか少ない方の金額

仮に、その年分の総所得金額等が８００万円の人で３０万円を社会福祉法人に寄附した人は、

２９８,０００円の寄附金控除が受けられます。税率が２０％の場合は５９,６００円が減税される可能性があります。

２　個人都民税額控除となる場合の限度額は以下のとおりです。
個人都民税控除額＝〔寄附金額（注）－２,０００円〕×（４％）に相当する額　　　　　 

注：その年中に支出した寄附金の額の合計額とその年中の総所得金額等（総所得金額、退職金額、山林所得金額の合計額）の３０％相当額とのうち、いずれか少ない方の金額
＜例＞３００，０００円寄附した場合（寄附金額＜総所得金額等の３０％、の場合）
個人都民税額から控除される金額
（寄附金３００，０００円－適用下限額２，０００円）×控除率４％＝１１,９２０円
３　確定申告書の記載に際しては、所得税に係る寄附金控除欄への記入に加え、「住民税に関する事項」欄中の「条例指定分」の「都道府県」欄へ寄附金額の記入を漏れなく行ってください。
４　所得税については現年分から控除され、住民税は寄付した翌年分から控除されます。
５　上記の措置を受けるため確定申告に際してこの領収書（１の２の場合は加えて「税額控除に係る証明書」）が必要となりますので、相当期間大切に保存してください。

６　詳細は、最寄りの税務署、住所地の区市町村にご照会ください。

　
（所得税税額控除該当で都外居住者向け控除額計算資料－タイプ５）


１の１　寄附をした個人は確定申告によって次の限度内での所得税法上の寄附金控除（所得控除）が
受けられます（所得税法第７８条第２項第３号該当）。


その年中に支出した特定寄附金の額の合計額とその年中の

総所得金額等（総所得金額、退職金額、山林所得金額の合

計額）の４０％相当額とのうち、いずれか少ない方の金額

仮に、その年分の総所得金額等が８００万円の人で３０万円を社会福祉法人に寄附した人は、

２９８,０００円の寄附金控除が受けられます。税率が２０％の場合は５９,６００円が減税される可能性があります。

１の２　寄附をした個人は確定申告によって次の限度内での所得税法上の税額控除が受けられます
（租税特別措置法第４１条の１８の３該当）。

その年中に支出した特定寄附金

の額の合計額とその年中の総所

得金額等（総所得金額、退職金

額、山林所得金額の合計額）の

４０％相当額とのうち、いずれ

か少ない方の金額

　仮に、その年分の総所得金額等が８００万円の人で３０万円を社会福祉法人に寄附した人は２９８,０００円×０.４＝１１９,２００円が減税される可能性があります。
（上記１の１、１の２はいずれかの選択になります）
２　上記の措置を受けるため確定申告に際してこの領収書（１の２の場合は加えて「税額控除に係る証明書」）が必要となりますので、相当期間大切に保存してください。

３　詳細は、最寄りの税務署、住所地の区市町村にご照会ください。

（所得税税額控除非該当で都外居住者向け控除額計算資料－タイプ６）


１　寄附をした個人は確定申告によって次の限度内での所得税法上の寄附金控除（所得控除）が受
けられます（所得税法第７８条第２項第３号該当）。


その年中に支出した特定寄附金の額の合計額とその年中の

総所得金額等（総所得金額、退職金額、山林所得金額の合

計額）の４０％相当額とのうち、いずれか少ない方の金額

仮に、その年分の総所得金額等が８００万円の人で３０万円を社会福祉法人に寄附した人は、

２９８,０００円の寄附金控除が受けられます。税率が２０％の場合は５９,６００円が減税される可能性があります。
２　上記の措置を受けるため確定申告に際してこの領収書が必要となりますので、相当期間大切に保存してください。

３　詳細は、最寄りの税務署、住所地の区市町村にご照会ください。

領　 収　 書


No. 　　　　　


（住所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日


　　　　　　　　　　　　様





　　　　　　　　　　　　　　￥　　　　　　　　　　　





※ただし、本法人（施設）が行う社会福祉事業のための寄附金として





　　　　　　　　　　　　　　　　法人名


　　　　　　　　　　　　　　　　施設名


　　　　　　　　　　　　　　　　主たる事務所の所在地


　　　　　　　　　　　　　　　　理事長名　　　　　　　　　　　　　印





※　本法人は、要件を満たす社会福祉法人ですので本寄附は所得税法第78条第2項第3号の寄附金控除及び法人税法第37条第1項、法人税法第37条第4項該当の損金算入対象となり、当該領収書はその証拠資料となりますので保管してください。





※　本法人に対する寄附金が、住所地（都道府県及び区市町村）の住民税額控除に係る条例


指定対象寄附金に該当するかについては、住所地の区市町村にご照会ください。





※　本法人は、社会福祉法人ですので印紙税法第2条別表第１の番号17（営業に関しない受取書該当）に該当しますので印紙税非課税文書です。











領　 収　 書


No. 　　　　　


（住所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日


　　　　　　　　　　　　様　





　　　　　　　　　　　　　　￥　　　　　　　　　　　





※ただし、本法人（施設）が行う社会福祉事業のための寄附金として





　　　　　　　　　　　　　　　　法人名


　　　　　　　　　　　　　　　　施設名


　　　　　　　　　　　　　　　　主たる事務所の所在地


　　　　　　　　　　　　　　　　理事長名　　　　　　　　　　　　　印





※　本法人は、要件を満たす社会福祉法人ですので本寄附は所得税法第78条第2項第3号の寄附金控除及び租税特別措置法第41条の18の3該当、法人税法第37条第1項、法人税法第37条第4項該当の損金算入対象となり、当該領収書はその証拠資料となりますので保管してください。


※　本法人に対する寄附金が、住所地（都道府県及び区市町村）の住民税額控除に係る条例


指定対象寄附金に該当するかについては、住所地の区市町村にご照会ください。


※　本法人は、社会福祉法人ですので印紙税法第2条別表第１の番号17（営業に関しない受取書該当）に該当しますので印紙税非課税文書です。











控除対象額は、所得税額の２５％を限度。





領　 収　 書


No. 　　　　　


（住所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日


　　　　　　　　　　　　様





　　　　　　　　　　　　　　￥　　　　　　　　　　　





※ただし、本法人（施設）が行う社会福祉事業のための寄附金として





　　　　　　　　　　　　　　　　法人名


　　　　　　　　　　　　　　　　施設名


　　　　　　　　　　　　　　　　主たる事務所の所在地


　　　　　　　　　　　　　　　　理事長名　　　　　　　　　　　　　印





※　本法人は、要件を満たす社会福祉法人ですので本寄附は所得税法第78条第2項第3号の寄附金控除及び租税特別措置法第41条の18の3該当、法人税法第37条第1項、法人税法第37条第4項該当の損金算入対象となり、当該領収書はその証拠資料となりますので保管してください。


※　本法人に対する寄附金は、東京都の条例指定対象寄附金です。したがって、本法人に寄附を行った翌年の１月１日現在で都内にお住まいの方は、確定申告書を所轄の税務署へ本領収書を添付し申告することにより、所得税の寄附金控除（又は税額控除）及び個人都民税の寄附金税額控除の双方の適用が受けられます。


さらに、本法人に対する寄附金は、○○区（市町村）の条例指定対象寄附金ですので、本法人に寄附を行った翌年の１月１日現在で○○区（市町村）にお住まいの方は、確定申告書を所轄の税務署へ本領収書を添付し提出することにより、個人都民税の寄附金税額控除に加えて○○区（市町村）民税の寄附金税額控除の適用が受けられます。なお、東京都及び区市町村から提出の要請があった場合は寄附者の住所・氏名・寄附金額等を通知する場合がありますので予めご承知ください。


※　本法人は、社会福祉法人ですので印紙税法第2条別表第１の番号17（営業に関しない受取書該当）に該当しますので印紙税非課税文書です。











控除対象額は、所得税額の２５％を限度。





領　 収　 書


No. 　　　　　


（住所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日


　　　　　　　　　　　　様





　　　　　　　　　　　　　　￥　　　　　　　　　　　





※ただし、本法人（施設）が行う社会福祉事業のための寄附金として





　　　　　　　　　　　　　　　　法人名


　　　　　　　　　　　　　　　　施設名


　　　　　　　　　　　　　　　　主たる事務所の所在地


　　　　　　　　　　　　　　　　理事長名　　　　　　　　　　　　　印





※　本法人は、社会福祉法人ですので本寄附は所得税法第78条第2項第3号の寄附金控除又は法人税法第37条第1項、法人税法第37条第4項該当の損金算入対象となり、当該領収書はその証拠資料となりますので保管してください。


※　本法人に対する寄附金は、東京都の条例指定対象寄附金です。したがって、本法人に寄附を行った翌年の１月１日現在で都内にお住まいの方は、確定申告書を所轄の税務署へ本領収書を添付し申告することにより、所得税の寄附金控除及び個人都民税の寄附金税額控除の双方の適用が受けられます。


さらに、本法人に対する寄附金は、○○区（市町村）の条例指定対象寄附金ですので、本法人に寄附を行った翌年の１月１日現在で○○区（市町村）にお住まいの方は、確定申告書を所轄の税務署へ本領収書を添付し提出することにより、個人都民税の寄附金税額控除に加えて○○区（市町村）民税の寄附金税額控除の適用が受けられます。なお、東京都及び区市町村から提出の要請があった場合は寄付者の住所・氏名・寄附金額等を通知する場合がありますので予めご承知ください。


本法人は、社会福祉法人ですので印紙税法第２条別表第１の番号17（営業に関しない


受取書該当）に該当しますので印紙税非課税文書です。








領　 収　 書


No. 　　　　　


（住所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日


　　　　　　　　　　　　様





　　　　　　　　　　　　　　￥　　　　　　　　　　　





※ただし、本法人（施設）が行う社会福祉事業のための寄附金として





　　　　　　　　　　　　　　　　法人名


　　　　　　　　　　　　　　　　施設名


　　　　　　　　　　　　　　　　主たる事務所の所在地


　　　　　　　　　　　　　　　　理事長名　　　　　　　　　　　　　印





※　本法人は、要件を満たす社会福祉法人ですので本寄附は所得税法第78条第2項第3号の寄附金控除及び租税特別措置法第41条の18の3該当、法人税法第37条第1項、法人税法第37条第4項該当の損金算入対象となり、当該領収書はその証拠資料となりますので保管してください。


※　本法人に対する寄附金は、東京都の条例指定対象寄附金です。したがって、本法人に寄附を行った翌年の１月１日現在で都内にお住まいの方は、確定申告書を所轄の税務署へ本領収書を添付し提出することにより、所得税の寄附金控除（又は税額控除）及び個人都民税の寄附金税額控除の双方の適用が受けられます。


なお、東京都から提出の要請があった場合は寄付者の住所・氏名・寄附金額等を通知する場合がありますので予めご承知ください。


本法人は、社会福祉法人ですので印紙税法第２条別表第１の番号17（営業に関しない


受取書該当）に該当しますので印紙税非課税文書です。








領　 収　 書


No. 　　　　　


（住所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日


　　　　　　　　　　　　様





　　　　　　　　　　　　　　￥　　　　　　　　　　　





※ただし、本法人（施設）が行う社会福祉事業のための寄附金として





　　　　　　　　　　　　　　　　法人名


　　　　　　　　　　　　　　　　施設名


　　　　　　　　　　　　　　　　主たる事務所の所在地


　　　　　　　　　　　　　　　　理事長名　　　　　　　　　　　　　印





※　本法人は、社会福祉法人ですので本寄附は所得税法第78条第2項第3号の寄附金控除又は法人税法第37条第1項、法人税法第37条第4項該当の損金算入対象となり、当該領収書はその証拠資料となりますので保管してください。


※　本法人に対する寄附金は、東京都の条例指定対象寄附金です。したがって、本法人に寄附を行った翌年の１月１日現在で都内にお住まいの方は、確定申告書を所轄の税務署へ本領収書を添付し提出することにより、所得税の寄附金控除及び個人都民税の寄附金税額控除の双方の適用が受けられます。


なお、東京都から提出の要請があった場合は寄附者の住所・氏名・寄附金額等を通知する場合がありますので予めご承知ください。


本法人は、社会福祉法人ですので印紙税法第２条別表第１の番号17（営業に関しない


受取書該当）に該当しますので印紙税非課税文書です。








－２,０００円　　　×４０％＝控除対象額








－２,０００円





－２,０００円　　　×４０％＝控除対象額








－２,０００円





－２,０００円





－２,０００円





－２,０００円





控除対象額は、所得税額の２５％を限度。





－２,０００円　　　×４０％＝控除対象額








－２,０００円








